
１. 背景・目的 

「大磯町公共施設等総合管理計画（平成２９年３月）」によると、本町が所有する学校教育施設、子育て支援施設及び社会

教育施設（以下、「教育施設等」という。）は、全体の約半数を占めており、今後、改修や改築の時期を迎えますが、財政状況を

踏まえると、これまでの事後保全型の対策で費用を確保することは、難しい状況にあります。 

そこで、教育施設等の安全性や行政サービスを維持するために、事後保全型から予防保全型の対策に転換し、「長寿命化」

という考え方を取り入れ、維持管理等に係るライフサイクルコストの縮減や財政負担の軽減等を図ることを目的に「大磯町教育

施設等長寿命化計画（令和３年６月）」を策定しました。 

計画期間 2021（令和３）年度から 2046（令和 28）年度までの 26 年間  

２. 対象施設 

対象施設は、学校教育施設（７施設）、子育て支援施設（１施設）、

社会教育施設（４施設）の１２施設（４０棟）です。 

ただし、延床面積２００㎡未満の小規模な建物は対象から除きます。 

３. 教育施設等の目指すべき姿 

「大磯町第五次総合計画前期基本計画（令和３年３月）」では、「心

豊かな人を育むまちづくり」を目標のひとつに掲げ、４つの視点から教

育施設等に関する施策を展開していることから、教育施設等の目指す

べき姿はこれら施策に関する計画を踏まえた整備を基本とします。 

４. 教育施設等の実態 

①人口・財政の推移 

 平成７年に年少人口と高齢者人口が逆転し、総人口は平成２２年を

ピークに減少しています。今後も少子高齢化は続き、令和２７年の総

人口は、令和２年の約８割まで減少すると推計されています。 

 歳入は約１００億円前後を横ばいで推移しており、自主財源比率は

全体の半数以上を占めていますが、今後、生産年齢人口の割合は

約１０％も減少することから、財政状況を踏まえて費用を確保するこ

とが重要です。 

②直近５年間における施設関連経費の推移 

 施設関連経費の平均は、約 1.7億円／年、光熱水費・委託費を除く

平均は、約 1.0億円／年です。 

 小・中学校、郷土資料館の改修工事や旧吉田茂邸の再建事業によ

り、平成 27年度、平成 28年度における費用が高くなっています。 

③教育施設等の老朽化状況の実態 

 老朽化状況の実態は、構造躯体の健全性と構造躯体以外の劣化

状況に分けて評価しました。 

 構造躯体の健全性は、コンクリート圧縮強度で判定し、大磯中学校

（１号館）が要調査、その他は長寿命という判定でした。 

 構造躯体以外の劣化状況は、Ａ～Ｄの４段階で評価し、健全度を算

定しました。健全度は数値が低いほど劣化が進んでいることを示し

ていますが、１００点満点中５０点以下は国府小学校（南校舎・北校

舎）、大磯幼稚園の３棟でした。 

５. 教育施設等の基本的な方針等 

①教育施設等の整備方針 

教育施設等の目指すべき姿を実現するため、「大磯町公共施設

等第１期個別施設計画（平成30年３月）」における対策（方向性）

を踏まえるとともに、安全性・快適性・学習活動、環境への適応性・

地域の拠点化の視点から教育施設等の整備方針を定めました。 

②改修等の基本的な方針 

【長寿命化の方針】 

「大磯町公共施設等総合管理計画（平成２９年３月）」を踏まえ、予防保全を推進し、健全な状態を保ちながら限り

なく長く使用するために、大規模修繕や長寿命化改修という２つの工事を計画的に実施する方針とします。 

大規模修繕 
 経年劣化による損耗、機能低下に対する機能を回復させる工事のこと。 

 全ての教育施設等（長寿命化施設・一般施設）を対象に実施します。 

長寿命化改修 
 上記の原状回復に加え、求められている水準まで機能を向上させる工事のこと。 

 将来も存続・集約化する施設（特殊建築物を除く。）で新耐震基準に適合（耐震補強済みを含む。）し

ており、構造躯体の健全性が確保されている教育施設等（長寿命化施設）を対象に実施します。 

【目標使用年数及び周期の設定】 

目標使用年数について、長寿命化施設は８０年（木造は５０年）、一般施設は６０年（木造は４０年）とし、長寿命化の

方針に基づく予防保全の対応を計画的に実施します。 

 

６. 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 

長寿命化による効果を明らかにするため、「大磯町公共施設等総合管理計画（平成２９年３月）」における大規模改

修及び建替の単価を使用した従来型と比較しました。また、削減目標を踏まえ、改築時に延床面積を１５％削減し、試

算しました。 

令和３年度から令和２８年度までの費用について、従来型では約１１９.２億円だったものが、長寿命型にすることで約

100.９億円となり、約１８．３億円削減する効果が期待されます。 

 

７. 長寿命化計画の継続的運用方針 

本計画を効率的かつ効果的に推進するためには、教育施設等の状況や改修履歴等をデータとして蓄積し、確実

に更新することが重要です。最新の情報を適切に管理しながら、今後の改修内容や時期などを総合的に判断できる

よう、教育委員会や関係各課が中心となって教育施設等マネジメントの実施を目指します。 
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